
防災計画の策定・見直しについて 

 
Ⅰ「防災計画の策定・見直し及び被災状況報告について」 

１ 防災計画策定の義務 

高齢者福祉施設等の基準においては、「非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関

係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に

避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない」とされています。 

各施設等において防災計画（非常災害対策計画）を作成することが義務付けられているのです。 
 

２ 福岡県高齢者福祉施設等防災計画策定マニュアル 

平成２４年３月に福岡県で作成した「高齢者福祉施設等防災計画策定マニュアル」（以下「マ

ニュアル」という。）は、高齢者福祉施設等が防災計画を策定する際に、参考としていただくた

めのものです。本書を参考としながら、施設の種類、規模、立地条件等それぞれの施設の特性に

応じた防災計画（非常災害対策計画）となるように作成又は見直しを行ってください。 

また、地震についても、具体的な防災計画の作成に努めてください。 
 

３ 防災計画（非常災害対策計画）の策定・見直しに関する留意点 

（１） 防災計画（非常災害対策計画）の作成又は見直しに当たっては、誰もがすぐに分かるように

簡潔かつ具体的な内容とし、意思の疎通を図る意味でも職員みんなで作成しましょう。施設の

立地条件や入所者等の特性に応じた対策とするとともに、マニュアルのチェックリストを活用

して、必要な事項等が盛り込まれているかどうか、十分検討してください。 

（２） 検討・点検項目 

① 水害・土砂災害を含む地域の実情に応じた防災計画（非常災害対策計画）が策定されている

か。 

② 防災計画（非常災害対策計画）に次の項目がそれぞれ含まれているか。 

（イ）介護保険施設等の立地条件 （ロ）災害に関する情報の入手方法 

（ハ）災害時の連絡先及び通信手段の確認 （ニ）避難を開始する時期、判断基準 

（ホ）避難場所 （ヘ）避難経路 （ト）避難方法 （チ）災害時の人員体制、指揮系統 

（リ）関係機関との連絡体制 

※令和３年５月 20日から運用が始まります。 

４ 防災訓練（避難訓練）の実施 

（１） たとえ立派な防災計画（非常災害対策計画）を立てても、普段から行っていないことは、

緊急時にもできません。定期的に、様々な災害状況を想定して、防災計画（非常災害対策計

画）に基づいて、実効性のある防災訓練（避難訓練）を実施しましょう。 

（２） 防災訓練（避難訓練）についての点検項目 

・水害・土砂災害の場合を含む地域の実情に応じた災害に係る避難訓練が実施されたか。 
 

５ 防災計画（非常災害対策計画）の見直し 

防災訓練（避難訓練）を実施した結果や防災教育等で培った知識、情報等を踏まえ、随時、防

災計画（非常災害対策計画）の見直しを行い、実効性のある計画となるようにしましょう。    

【参考となる通知・資料】 

 （通知） 

   ○「介護保険施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底につ

いて」 

   （平成28年9月9日老総発0909第1号、老高発0909第1号、老振発0909第1号、老老発0909第1

号 厚生労働省総務課長、高齢者支援課長、振興課長、老人保険課長連名通知）  
   ※マニュアル及び参考となる通知・資料は、県ホームページに掲載しています。 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/bousai-16.html  
６ 社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について 

  社会福祉施設等においては、ライフライン等が長期間寸断され、サービスの維持が困難とな

った場合、利用者の生命・身体に著しい影響を及ぼすおそれがあります。そのため、平時から

災害時にあってもサービス提供が維持できるよう、必要な対策を講じる必要があります。 

特に近年、大規模な豪雨災害が発生していることから、非常用電源設備の浸水対策（設置場

所の見直しや防水扉の整備など）を十分に検討してください。 

【参考となる通知・資料】 
 （事務連絡） 

 ○「社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について」 

（平成 30年 10月 19日厚生労働省老健局総務課等事務連絡） 
 

７ 被災した場合について 

  災害により被災した場合には、適切な対応を行われるとともに、下記のＵＲＬに掲載されて

いる「被災状況報告書」（様式１）により、直ちに所在地の保険者に報告してください。 
   
   https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/fuusuigaitaisaku.html 
 

 ※県所管の事業所の報告先は以下のとおりとなります。 

○指定居宅サービス事業所等の場合 → 所在地の保険者 

○高齢者福祉施設等の場合     → 管轄の保健福祉（環境）事務所 

 

Ⅱ 業務継続計画（ＢＣＰ）の作成について 

  感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構

築する観点から、令和３年度の介護報酬改定で、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続

に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シュミレーション）の実施等が義務付けられまし

た。（※令和 6年 3月 31日まで経過措置期間が設けられています。） 

  作成について、厚生労働省のホームページに「介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）作成支援に関する研修」として、感染症、災害のそれぞれについて作成を支援するためのガ

イドラインやサービス種別ごとの計画書のひな型、業務継続計画（ＢＣＰ）についての研修動画
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が掲載されています。 

  各施設・事業所で作成、研修の参考としてください。  
  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/ 

                      kaigo_koureisha/douga_00002.html  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ガイドライン及びひな形の掲載 URL 

 

 

 
 

Ⅲ 避難確保計画の作成について 

 １ 避難確保計画作成義務について 

   「水防法等の一部を改正する法律」が平成 29年 5月 19日に交付されたことにより、浸水想

定区域や土砂災害計画区域の要配慮者利用施設※の管理者等は、避難確保計画の策定・避難訓

練の実施が義務となります。 

   ※ 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する方々が利用する

施設であり、市町村地域防災計画により定められることとなっています。  
 ２ 市町村への報告について 

   避難確保計画を策定・変更したときは、遅滞なくその計画を市町村長へ報告する必要があり

ます。  
 ３ 避難確保計画作成の手引きについて 

   作成について、国土交通省のホームページに「要配慮者利用施設の浸水対策」として、計画

を作成するための手引き、計画書のひな型、研修動画が掲載されています。 

各施設・事業所で作成、研修の参考としてください。 

 

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai

-gensai-suibou02.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_kou

reisha/taisakumatome_13635.html 

防犯対策について

②地域や保護者及び関係機関との
　ネットワークづくり

①施設来訪者のチェック！

高齢者施設及び介護サービス事業所の皆さまへ

～　安全・安心を確保するための防犯対策　～

③ハード対策による監視性・領域性の強化

～防犯マニュアル作成ガイドラインについて～
福岡県では、高齢者施設等において防犯意識を高め、防犯対策を進めていただくため

に防犯マニュアル作成ガイドラインを公開しています。各施設等におかれては、その規

模、立地条件、設備等の状況を踏まえて、適切な防犯マニュアルを作成していただきま

すようお願いします。

（防犯マニュアル作成ガイドラインURL）

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/koreibohanmanual.html

犯罪を抑止していくためのポイント

○第三者に目撃されるという抑止力（監視性の確保）

○地域の共同意識の向上（領域性の強化）

２つのポイントを踏まえて犯罪抑止 ⇒ 防犯マニュアルの作成を

防犯カメラ作動中の表示や外周を撮影

する防犯カメラの設置が効果的です。

施設の警報装置や消火器などの防犯

設備・装備を日頃から点検しよう。

受付の表示や入所者等との区別を明確

にしよう（案内看板・誘導線の設置・来訪

者カード）。

地域や保護者及び関係機関（警察・自治

体）との連携づくりを心掛けよう。

不自然な場所への立入者には声かけを！ 地域の行事などへの積極的な参加を！

防犯カメラの活用を！ 防犯設備・防犯装備の再点検を！
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介護サービス情報の公表制度について 

 

１ 制度の趣旨 

平成１８年４月から、介護サービスを行っている事業者に介護サービス情報の公表が義務付けられています。 

  この制度は、介護保険の基本理念である「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利用者による選択（自己

決定）」を現実のサービス利用において保障するため、利用者が介護サービス事業者を選択するに当たっての判

断に資する介護サービス情報を、円滑かつ容易に取得できる環境整備を図ることを目的としています。  
２ 制度の概要   介護サービス事業者は、年に１回、介護サービス情報を報告する必要があります｡報告された情報が記入漏れや
記入誤り等がなければ、報告した内容が公表されます。 

また、報告された情報の調査については、平成２４年度以降は任意となっており、介護サービス事業者が希望

した場合に、事業所を訪問して実施します。 

平成３０年度から、政令市（北九州市、福岡市）の事業所については、報告先及び調査の実施が、所管の政令

市になっています。 

（公表される内容）   (1) 基本情報 

    事業所の所在地、定員、従業員数、利用料金等、事業所の概要となる情報 

  (2) 運営情報 

    各マニュアルの有無、サービス記録の有無等、事業所の運営上の情報             
 

 

 

 

３ 対象事業 

 (1) 対象となるサービス 

   ア 訪問介護、イ 訪問入浴介護（介護予防を含む）、ウ 訪問看護（介護予防を含む）、エ 訪問リハビリテーショ

ン（介護予防を含む）、オ 通所介護、カ 通所リハビリテーション（介護予防を含む）、キ 特定施設入居者生活介護

（介護予防を含む）(養護老人ホームに係るものを除く。)、ク 福祉用具貸与（介護予防を含む）、ケ 特定福祉用具

販売（介護予防を含む）、コ 短期入所生活介護（介護予防を含む）、サ 短期入所療養介護（介護予防を含む）（介護

保険法施行規則（平成１１年厚令第３６号。）第１４条第４号及び第２２条の１４第４号に掲げる診療所に係るもの

を除く。）、シ 居宅介護支援、ス 介護福祉施設サービス、セ 介護保健施設サービス、ソ 介護療養施設サービス（介

護療養型医療施設の入院患者の定員が８人以下である病院又は診療所に係るものを除く。）、タ 地域密着型通所介護、

チ 認知症対応型通所介護（介護予防を含む）、ツ 地域密着型特定施設入居者生活介護(養護老人ホームに係るものを

除く。)、テ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ト 指定療養通所介護、ナ 夜間対応型訪問介護、ニ 小

規模多機能型居宅介護(介護予防を含む)、ヌ 認知症対応型共同生活介護(介護予防を含む)、ネ 定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、ノ 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、ハ 介護医療院 

  (2) 対象とならないサービス   ① 介護保険法（以下「法」という。）第７１条第１項本文の規定に基づき、法第４１条第１項本文の指定があっ

たものとみなすもの、法第７２条第１項本文の規定に基づき、法第４１条第１項の本文の指定があったものとみ

介護サービス事業者 

《基本情報》 

例）事業所の職員体制、設備・面積、 

     利用料金、サービス提供時間 等 

《運営情報》 

例）サービスに関するマニュアルの有無、身体

拘束を廃止する取組みの有無 等 

 

報 告 

福岡県又は政令市（北九州市、福岡市） 

利用者（高齢者）・利用者家族・ケアマネジャー等 

 

介護サービス情報に基づく比較検討により、サービス事業者を選択 

調査（確認）※希望した場合に実施 

 

公 表 

 

なすもの、又は法第１１５条の１１において準用する法第７１条第１項本文及び法第７２条第１項の規定に基づ

き、法第５３条第１項本文の指定があったとみなすもの(以下「みなし指定」という。)については、みなし指定

となって１年を経過していない場合は対象外となります。 

・ 病院・診療所における（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）通所
リハビリテーション 

・ 介護老人保健施設における（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション 

・ 介護医療院および指定介護療養型医療施設における（介護予防）短期入所療養介護 

    また、（介護予防）短期入所療養介護の事業所のうち、平成 21年度から新たに提供可能となった有床診療所

の一般病床については、対象外となります。 

② 既存の事業者で、前年度に受領した介護報酬の額（利用者負担額を含む。）が、居宅サービス及び介護予防

サービスのいずれの事業でも１００万円を超えない事業者は報告対象外です。 

 

４ 情報公表事務の流れ 

 (1) 計画の策定    県（政令市）は、毎年、「介護サービス情報の報告に関する計画」、「調査事務に関する計画」及び「情報
公表事務に関する計画」を「介護サービス情報の公表制度に係る報告・調査・情報公表計画」（以下「計画」

という。）として一体的に定め、公表します。 

  (2) 通知    計画に基づき、対象事業者に報告方法等に関する通知文書を送付します。 

  (3) 情報の報告    介護サービス事業者は、自らの責任において介護サービス情報(基本情報及び運営情報)を、インターネットを

通じて県（政令市）に報告します。（調査を希望しない場合は、記入漏れ及び記入誤り等がなければ「(6)情報

の公表」となります。） 

 (4) 調査を希望する場合の申込み 

   調査を希望する事業所については、調査希望の申込みを行います。申込み方法及び手数料の納付方法

については、県（政令市）が指定した方法で行ってください。 

(5) 調査の実施   調査希望の申込み及び手数料の納付を確認した後に、調査する日程を決定し、県（政令市）が調査を実施し
ます。 

(6) 情報の公表 

介護サービス情報をインターネット等により公表します。 

調査を希望する事業所については、調査結果に基づき、介護サービス情報をインターネット等により公

表します。 

 ※ 報告に関する方法、手順及び提出締切等の詳細については、「(2)通知」の際にお知らせします。 

 

５ 公表の時期   新しく指定を受けた事業所（新規事業所）は事業開始時、前年度から継続している事業所は１年に１回（県（政

令市）が定めた時）です。 

  なお、新規事業者は、基本情報のみの公表となり、運営情報は公表免除になりますが、事業開始後に任意で公

表することは可能です。 

 

６ 手数料   公表手数料：なし 

調査手数料：県又は政令市から通知しますので、確認してください。  

※調査を希望する場合のみ、手数料が必要です。 
 

７ 行政処分 

介護サービス情報の公表制度は、介護保険法に基づくものであり、 

 ① 報告を行わない。 

 ② 虚偽の報告を行う。 

③ 調査を妨げる。 

 などの事例に該当する事業所に対しては、県が改善命令を出し、なお従わない場合は、指定若しくは許可の取

消し、又は指定若しくは許可の全部又は一部の効力を停止することがあります。 
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介護職員等による喀痰吸引等の実施について  
平成 24年度の社会福祉士及び介護福祉士法の改正により、平成 28年度以降の

介護福祉士国家試験合格者及びそれ以外の研修を受けた介護職員等(ホームヘル

パー等の介護職員、前記以外の介護福祉士、特別支援学校教員等)は、一定の条件

の下で、喀痰吸引等の実施が可能となりました。 

なお、用語の定義として、介護福祉士（平成 28年度以降の合格者に限る。）で

あって実地研修を修了した者が実施できる行為を「喀痰吸引等」といい、都道府

県又は登録研修機関が実施する喀痰吸引等研修を修了し、都道府県知事から認定

特定行為業務従事者認定証を交付された介護職員等により実施できる行為を「特

定行為」といいます。（実施できる行為の内容は同じです） 

 

 ○喀痰吸引等（特定行為）の種類 

  （１） 口腔内の喀痰吸引 

  （２） 鼻腔内の喀痰吸引 

  （３） 気管カニューレ内部の喀痰吸引 

  （４） 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 

  （５） 経鼻経管栄養 

 

１ 老人福祉法・介護保険法に基づく事業所で喀痰吸引等（特定行為）を実施するた

めには 

  喀痰吸引等（特定行為）を実施できる介護福祉士又は認定特定行為業務従事者認

定証を交付された介護職員等（以下、「認定特定行為業務従事者」という。）が所属

しており、医療や看護との連携による安全確保が図られていること等の一定の条件

を満たしているとして、その事業所ごと・事業種別ごとに、「登録喀痰吸引等事業者

（登録特定行為事業者）」の登録を受ける必要があります。 

 

 ○登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録 

喀痰吸引等（特定行為）業務を開始しようとする３０日前までに、申請書に関係

書類を添えて、県に登録の申請をしてください。要件に全てに適合していると認め

られる場合、登録を行った旨を通知します。 

登録申請時に提出した介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿に変更が生じた

場合は、変更の日から３０日以内に変更の届出をしてください。 

登録申請に必要な書類は、県ホームページに掲載しています。 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「喀痰吸引等事業者（特定行為事業者）の登録申請

等」 

 

  なお、登録喀痰吸引等事業者にあっては、介護福祉士が基本研修又は医療的ケア

を修了している場合であって、実地研修を修了していない場合には、当該事業所に

おいて、その介護福祉士に対して実地研修を行う必要があります。 

 

  

２ 介護福祉士・介護職員等が喀痰吸引等（特定行為）を実施するには 

 ○介護福祉士 

  基本研修または医療的ケアを修了している介護福祉士が喀痰吸引等を実施する

ためには、登録喀痰吸引等事業者または登録研修機関で実地研修を修了し、実施で

きる喀痰吸引等が付記された介護福祉士登録証の交付を受ける必要があります。 

  介護福祉士登録証に実施できる喀痰吸引等の行為を記載する手続きについては、

「公益財団法人社会福祉振興・試験センター」のホームページでご確認ください。 

 

○認定特定行為業務従事者 

介護職員等が喀痰吸引等の行為を実施するためには、喀痰吸引等を行うのに必要

な知識及び技能を修得するための研修（喀痰吸引等研修）を修了し、県から認定特

定行為業務従事者認定証の交付を受ける必要があります。 

交付申請を受け付けた日から３０日以内に認定証を交付しますので、交付日以降、

実施することができます。 

認定証の交付申請に必要な書類は、県ホームページに掲載しています。 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「介護職員が喀痰吸引等を実施するためには（認定

特定行為業務従事者認定証の交付申請等）」 

 

３ 喀痰吸引等研修 

喀痰吸引等研修には、次の研修課程があり、登録研修機関で受講することができ

ます。 

第１号研修：喀痰吸引及び経管栄養のすべて（不特定多数の者対象） 

第２号研修：喀痰吸引及び経管栄養のうち任意の行為（不特定多数の者対象） 

第３号研修：各喀痰吸引等の個別の行為（特定の者対象） 

 

なお、登録喀痰吸引等事業者において介護福祉士に対し実地研修を行う場合の実

地研修指導講師※になるための研修（講師養成課程）については、県が実施していま

す。 

※医療従事者に限定されています。 

 

○登録研修機関 

県内の登録研修機関の名簿は、県ホームページに掲載しています。 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「介護職員が喀痰吸引等を実施するためには（認定

特定行為業務従事者認定証の交付申請等）」 

または 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「（喀痰吸引等研修）登録研修機関の登録申請等」 

 

○講師養成課程 

今年度の実施について詳細が決定次第、県ホームページに掲載します。 

-
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医師・歯科医師・看護師等の免許を有さない者による医行為等について  
Ⅰ 医療機関以外の高齢者介護・障がい者介護の現場等において判断に疑義が生じることの多い行為で

あって原則として医行為ではないと考えられるもの 

 項目 具体的行為 

１ 体温の測定 水銀体温計・電子体温計により腋下で体温を計測すること 

耳式電子体温計により外耳道で体温を測定すること  

２ 血圧の測定 自動血圧測定器により血圧を測定すること  

３ 動脈血酸素飽和度の

測定 

新生児以外の者であって入院治療の必要がないものに対して、動脈血酸素

飽和度を測定するため、パルスオキシメータを装着すること  

４ 軽微な切り傷、擦り

傷、やけど等の処置 

専門的な判断や技術を必要としない処置をすること（汚物で汚れたガーゼ

の交換を含む。）  

５ 皮膚への軟膏の塗布

（褥瘡の処置を除

く。）、皮膚への湿

布の貼付、点眼薬の

点眼、一包化された

内用薬の内服（舌下

錠の使用も含む）、

肛門からの坐薬挿入

又は鼻腔粘膜への薬

剤噴霧を介助するこ

と 

 

(1)患者の状態が以下の３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は

看護職員が確認している 

① 患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること  

② 副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連

続的な容態の経過観察が必要である場合ではないこと  

③ 内用薬については誤嚥の可能性、坐薬については肛門からの出血の可

能性など、当該医薬品の使用の方法そのものについて専門的な配慮が必要

な場合ではないこと 

(2)医師、歯科医師又は看護職員の免許を有しない者による医薬品の使用

の介助ができることを本人又は家族に伝えている 

(3)事前の本人又は家族の具体的な依頼に基づき、医師の処方を受け、あ

らかじめ薬袋等により患者ごとに区分し授与された医薬品について、医師

又は歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導がある 

(4)看護職員の保健指導・助言を遵守した医薬品の使用を介助すること。 
 

Ⅱ 原則として、医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の規制の対象と

する必要がないもの 

 項目 具体的行為 

１ 爪の処置 爪そのものに異常がなく、爪の周囲の皮膚にも化膿や炎症がなく、かつ、

糖尿病等の疾患に伴う専門的な管理が必要でない場合に、その爪を爪切り

で切ること及び爪ヤスリでやすりがけすること 

２ 口腔の処置 重度の歯周病等がない場合の日常的な口腔内の刷掃・清拭において、歯ブ

ラシや綿棒又は巻き綿子などを用いて、歯、口腔粘膜、舌に付着している

汚れを取り除き、清潔にすること  

３ 耳垢の処置 耳垢を除去すること（耳垢塞栓の除去を除く） 

４ ストマ装置の処置 ストマ装具のパウチにたまった排泄物を捨てること。（肌に接着したパウ

チの取り替えを除く。） 

５ 自己導尿の補助 自己導尿を補助するため、カテーテルの準備、体位の保持などを行うこと 

６ 浣腸 市販のディスポーザブルグリセリン浣腸器（※）を用いて浣腸すること  

※ 挿入部の長さが５から６cm程度以内、グリセリン濃度50％、成人用の

場合で40ｇ程度以下、６歳から12歳未満の小児用の場合で20ｇ程度以

下、１歳から６歳未満の幼児用の場合で10ｇ程度以下の容量のもの  

 

 
 

 

 

 

【注意】 

※ Ⅰ及びⅡに掲げる行為は、原則として医行為又は医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助

産師看護師法第31条の規制の対象とする必要があるものでないと考えられるが、病状が不安定であ

ること等により専門的な管理が必要な場合には、医行為であるとされる場合もあり得るため、介護

サービス事業者等はサービス担当者会議の開催時等に、必要に応じて、医師、歯科医師又は看護職

員に対して、そうした専門的な管理が必要な状態であるかどうか確認することが考えられる。さら

に、病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、医師、歯科医師又は看護職員に連絡を行う等の

必要な措置を速やかに講じる必要がある。  

 

※ Ⅰの１から３までに掲げる行為によって測定された数値を基に投薬の要否など医学的な判断を行

うことは医行為であり、事前に示された数値の範囲外の異常値が測定された場合には医師、歯科医

師又は看護職員に報告するべきものである。  

 

※ Ⅰ及びⅡに掲げる行為は原則として医行為又は医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産

師看護師法第31条の規制の対象とする必要があるものではないと考えられるものであるが、業とし

て行う場合には実施者に対して一定の研修や訓練が行われることが望ましいことは当然であり、介

護サービス等の場で就労する者の研修の必要性を否定するものではない。 また、介護サービスの

事業者等は、事業遂行上、安全にこれらの行為が行われるよう監督することが求められる。  

 

※ 今回の整理はあくまでも医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法等の解釈に関するものであ

り、事故が起きた場合の刑法、民法等の法律の規定による刑事上・民事上の責任は別途判断される

べきものである。  

 

※ Ⅰ及びⅡに掲げる行為について、看護職員による実施計画が立てられている場合は、具体的な手

技や方法をその計画に基づいて行うとともに、その結果について報告、相談することにより密接な

連携を図るべきである。上記５に掲げる医薬品の使用の介助が福祉施設等において行われる場合に

は、看護職員によって実施されることが望ましく、また、その配置がある場合には、その指導の下

で実施されるべきである。  

 

※ Ⅰの４は、切り傷、擦り傷、やけど等に対する応急手当を行うことを否定するものではない。 

 

 

＜参考＞ 

「医師法第 17条、歯科医師法第 17条及び保健師助産師看護師法第 31条の解釈について（通知）」 

厚生労働省医政局長通知（平成 17年７月 26日付 医政発第 0726005号）  -
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「共生型サービス」の概要について  
■ 共生型サービスとは？   共生型サービスとは、「介護保険」又は「障がい福祉」のどちらかの指定を受けている事業所
が、もう一方の指定も受けやすくすることを目的に創設されたものです。 
例えば、介護保険の「訪問介護」の指定を受けている事業所は、障がい福祉サービスの「居宅

介護」や「重度訪問介護」の事業所の指定が受けやすくなります。  
■ 共生型サービスの対象となるのは？   共生型サービスの対象となるのは、次表のとおりです。 

種類 介護保険サービス  障がい福祉サービス等 
ホームヘルプ 
サービス 訪問介護 ⇔ 居宅介護 

重度訪問介護 
デイサービス 通所介護 

（地域密着型を含む） ⇔ 生活介護（注１） 
自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
児童発達支援（注２） 
放課後等デイサービス（注２） 

療養通所介護 ⇔ 生活介護（注３） 
児童発達支援（注４） 
放課後等デイサービス（注４） 

ショートステイ 短期入所生活介護 
（介護予防を含む） ⇔ 短期入所 

「通所・訪問・

宿泊」といった

サービスの組合

せを一体的に提

供するサービス 
（看護）小規模多機能型居

宅介護（介護予防を含む）  
・通所 ⇒ 生活介護（注１） 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
児童発達支援（注２） 
放課後等デイサービス（注２） 

・宿泊 ⇒ 短期入所 
・訪問 

⇒ 居宅介護 
重度訪問介護  （注１）主に重症心身障害者を通わせる事業所を除く。（注２）主に重症心身障害児を通わせる事業所を除く。  （注３）主に重症心身障害者を通わせる事業所に限る。（注４）主に重症心身障害児を通わせる事業所に限る。 
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介護サービス事業者等の行政処分（福岡県内） 
平成３０年度 
処分年月日 平成３０年６月１日 

処分内容  指定訪問介護・指定第一号訪問事業 

  指定居宅サービス事業所の全部効力の停止（１か月）及び指定第一号訪問事業所の全部効

力の停止（１か月） 

行政庁 北九州市長 

サービスの

種別 

訪問介護・第一号訪問介護 

処分事由 （１）介護保険法における福祉に関する法律で政令に定めるものに違反（法第７７条第１項第

１０号及び法第１１５条の４５の９第６号） 

・ 北九州市予防給付型訪問サービス事業所と一体的に運営されている障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「支援法」）に基づく指定居宅介

護及び重度訪問介護事業所において、支援法第５０条第１項第３号から第５号及び第

８号に該当する違反行為があったことが、介護保険法における福祉に関する法律で政

令に定めるものに違反したことに該当するもの。 

 

処分年月日 平成３０年８月１日 

処分内容 １ 指定福祉用具貸与・指定介護予防福祉用具貸与 

  指定居宅サービス事業所の指定取消し、指定介護予防サービス事業所の指定取消し 

２ 指定特定福祉用具販売・指定特定介護予防福祉用具販売 

  指定居宅サービス事業所の指定取消し、指定介護予防サービス事業所の指定取消し 

行政庁 北九州市長 

サービスの

種別 

福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与、福祉用具販売・介護予防福祉用具販売 

処分事由 １ 指定福祉用具貸与・指定介護予防福祉用具貸与 

（１）不正の手段による指定（法第７７条第１項第９号及び法第１１５条の９第１項第８号） 

・ 新規指定にあたり、福祉用具専門相談員をあたかも人員基準を満たすように配置す

る予定であるかのように装うため、虚偽の人事関係書類（雇用予定証明書、勤務予定

表）により指定を受けたため。 

２ 指定特定福祉用具販売・指定特定介護予防販売 

（１）不正の手段による指定（法第７７条第１項第９号及び法第１１５条の９第１項第８号） 

・ 新規指定にあたり、福祉用具専門相談員をあたかも人員基準を満たすように配置す

る予定であるかのように装うため、虚偽の人事関係書類（雇用予定証明書、勤務予定

表）により指定を受けたため。 

（２）不正又は著しく不当な行為（法第７７条第１項第１１号及び法第１１５条の９第１項第１０号） 

  ・ 平成２９年５月から平成３０年２月までの間、特定福祉用具を販売していないにも

かかわらず、虚偽の「介護保険居宅介護（支援）福祉用具購入費支給申請書（受領委

任払）」を作成し、不正な報酬請求を行ったため。 

（３）運営基準違反（法第７７条第１項第４号及び法第１１５条の９第１項第３号） 

  ・ 平成２９年５月から平成２９年１２月までの間、特定福祉用具を販売した際に、利

用者負担の２分の１程度の金額しか支払を受けていないため。 

 

 

 

 

処分年月日 平成３０年１２月２７日 

処分内容 １ 指定地域密着型通所介護・指定第一号通所事業 

  指定地域密着型サービス事業所の指定取消し及び指定第一号通所介護事業所の指定取消 

し 

２ 指定居宅介護支援 

  指定居宅介護支援事業所の指定の全部の効力停止（３か月） 

行政庁 福岡市長 

サービスの

種別 

地域密着型通所介護・第１号通所介護・居宅介護支援 

処分事由 １ 指定地域密着型通所介護・指定第一号通所介護事業 

（１）不正請求（法第７８条の１０第１項第８号及び第１１５条の４５の９第１項第２号） 

  ・ 看護職員の人員基準を満たしていない場合には、介護給付費等を減算して請求しなけ

ればならないが、これを行わず、満額で介護給付費等を請求、受領し、また、各種加算

の要件を満たしていないにもかかわらず、加算金を請求、受領したもの。 

（２）不正の手段による指定（法第７８条の１０第１項第１１号及び第１１５条の４５の９第

１項第５号） 

・ 事業所開設時の指定申請の際、指定を受けるために必要な職員数を充足しているか

のような書類を提出し、指定を受けたもの。 

２ 指定居宅介護支援 

（１）不正請求（法第８４条第１項第６号） 

・ ケアプランの実施状況に関する記録を作成していないなど適切な運営がなされてい

なかったにもかかわらず、請求にあたって減算せずに満額の介護給付費等を請求し、

受領したもの。 
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令和元年度 
処分年月日 令和２年３月２７日 

処分内容 １ 指定訪問介護・指定第一号訪問事業 

  指定居宅サービス事業所の指定取消し及び指定第一号訪問事業所の指定取消し 

２ 指定居宅介護支援 

指定居宅介護支援事業所の指定取消し 

３ 地域密着指定通所介護・指定第一号通所事業 

  指定地域密着型サービス事業所の指定取消し及び指定第一号通所訪問事業所の指定取消

し 

４ 指定訪問介護・指定第一号訪問事業 

  指定居宅サービス事業所の指定取消し及び指定第一号訪問事業所の指定取消し 

行政庁 福岡市長 

サービスの

種別 

訪問介護・第一号訪問事業、居宅介護支援、地域密着型通所介護・第一号通所介護 

処分事由 １ 指定訪問介護・指定第一号訪問事業 

（１）不正請求（法第７７条第１項第６号） 

・ 訪問介護において、サービスを提供していないにもかかわらず、虚偽の記録を作成し

て介護給付費を請求、受領し、また提供したサービスの時間を水増しして、介護給付費

を請求、受領した。 

（２）法令違反（法第１１５条の４５の９第１項第６号） 

・ 介護予防型訪問サービスと一体的に運営する訪問介護において、上記の介護保険法に

違反した。 

２ 指定居宅介護支援 

（１）不正請求（法第８４条第１項第６号） 

・ ケアマネジメントに必要な記録を作成していない場合、介護給付費等を減算して

請求しなければならず、また、特定事業所加算を算定することができないが、これら

のことを認識していながら、減算を行わず、加算金も算定して請求、受領した。 

３ 指定地域密着型通所介護・指定第一号通所事業 

（１）不正の手段による指定（法第７７条第１項第９号及び第１１５条の９第１項第９号） 

・ 事業所開設時の指定申請の際、指定を受けるために必要な職員数を充足しているかの

ような虚偽の書類を提出し、指定を受け、運営を行った。 

（２）サービス関連不正行為（法第７８条の１０第１項第１４号及び第１１５条の４５の９第

１項第７号） 

・ 平成２８年度に地域密着型サービスへ移行する前の通所介護において、事業者が上記

の不正を行った。 

４ 指定訪問介護・指定第一号訪問事業 

（１）人員基準違反（法第７７条第１項第３号及び第１１５条の４５の９第１項第１号） 

  指定時からサービス提供責任者は常勤しておらず、指定後においても適正に配置されな

いまま事業運営が行われ、また訪問介護員についても基準で定める員数（常勤換算方法で

２．５人以上）を満たしていなかった。 

（２）不正請求（法第７７条第１項第６号及び法第１１５条の４５の９第１項第２号） 

・ 介護職員処遇改善加算の実績報告に際し、実際の賃金額とは異なる虚偽の内容を記載

する等し、請求が正当なものであったかのような報告を行った。 

 

 

 

 （３）虚偽の答弁（介護保険法第７７条第１項第８号及び法第１１５条の４５の９第１項第４号） 

・ 法第７６条第１項の規定に基づく質問に対して虚偽の答弁をし、また、同法の規定に

よる検査を求めても従わなかった。 

 

処分年月日 令和元年１０月２４日 

処分内容 指定訪問介護・予防給付型訪問サービス・生活支援型訪問サービス 

改善命令（人員基準違反、運営基準違反、改善勧告期限までに改善報告がなされなかった） 

行政庁 北九州市長 

サービスの

種別 

指定訪問介護・指定第一号訪問介護 

処分事由 （１） 人員基準違反（市基準条例第７条及び基準省令第５条第１項、第２項、第４項及び市基

準要綱第５条第１項、第２項、第４項） 

・ 少なくとも平成 30年８月及び同年 10月から 12月までの間、訪問介護員等の人員配

置基準（常勤換算方法で、2.5以上）を満たしていなかったこと。 

・ サービス提供責任者の配置について、少なくとも平成 30年５月から現在まで、常勤

で勤務できない者を配置するとともに専ら指定訪問介護に従事できない者を配置して

いたこと。 

（２） 運営基準違反（市基準条例第７条、第 10条及び基準省令第８条第１項、第 19条第２項、

第22条第１項、第23条、第24条第１項、第３項、第４項、第５項、第 28条第１項、

第２項、第３項、第 30条第１項、第２項、第 39条第１項及び市基準要綱第８条第１項、

第19条第２項、第 25条第１項、第２項、第３項、第 28条第１項、第２項第 39条第１

項、第２項、第48条第１項、第２項、第３項） 

・ 指定訪問介護の提供の開始に際し、あらかじめ利用者及び利用者家族に対し、重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について、利用申込者の同意を

得ていたことが確認できないこと。 

・ 指定訪問介護を提供した際の具体的なサービスの内容等の記録がないこと。 

・ サービス提供責任者が、利用者にかかる訪問介護計画を作成していないこと、また、

利用者に交付していないこと。 

・ 管理者が当該事業所の業務を一元的に管理し、従業者に対して必要な指揮命令を行っ

ていたと認められないこと及びサービス提供責任者として行わなければならない業務

を行っていないこと。 

・ 少なくとも平成 30年６月から12月までの間、当該事業所の従業者が他の業務に従事

しており、訪問介護利用者に適切な訪問介護を提供できる勤務体制を定めていなかった

こと。 

（３） 改善勧告について（法第 76条の２第３項、法第 115条の45の８第３項） 

・ 改善報告期限までに、改善報告がなされなかったこと。  
令和２年度 
県内の介護サービス事業所の行政処分の事例なし 
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人権が尊重される社会を目指して
～県内で発生した人権侵害～

県では、これまで人権教育・啓発に関する施策を総

合的に推進してまいりましたが、依然として、社会の

様々な場面で、偏見や差別が存在しています。

このリーフレットでは、近年の人権侵害の状況や、

本県で発生した人権侵害の実例をご紹介しております。

県民の皆さんが人権問題を考える参考にしていただ

ければ幸いです。

令和３年３月

福岡県福祉労働部 人権・同和対策局

人権侵害の状況

法務省：人権侵犯事件

人権侵害の疑いがあるとして、平成３１/令和元年に全国の法務局が調査を行った「人権侵犯

事件」は約１万５千件で、前年に比べ３，６４３件（２３．６％）減少しています。このうち、インター

ネットを利用した人権侵犯事件は１，９８５件で、前年に比べ３．９％増加しています。

また、学校におけるいじめ事案は２，９４４件（対前年比０．４％減少）で、全事件数の１９．１％

を占め、依然として高い水準で推移しています。

人権問題に関する県民意識調査（平成２８年度）

～あなたは、これまで人権を侵害されたことがありますか？～

平成２８年度に実施した「人権問題に関

する県民意識調査」では、「これまでに
受けた人権侵害」として

◆「職場等での不当な待遇や上司の

言動による嫌がらせ」 １６．５%

◆「あらぬ噂や悪口による、名誉信用な

どの侵害」 １５．６％

◆「地域・家庭・職場などにおける暴力・

脅迫・仲間はずれ・無理じい・

嫌がらせ」 １４．１％

がワースト３となっています。

※ 「配偶者や恋人等からの暴力（Ｄ

Ｖ）」（3.0％）など、一見小さい割合

のようですが、福岡県の有権者413

万人を母集団とする調査結果です

から、統計上は県全体で約12万人

がＤＶの被害を受けたことになり

ます。

性的嫌がらせ（セク・ハラ）

職場等での不当な待遇や上司の言動

による嫌がらせ（パワ・ハラ）

あらぬ噂や悪口による、

名誉・信用などの侵害

地域等における暴力・脅迫・仲間はず

れ・無理じい・嫌がらせ

公的機関や企業などによる

不当な扱い

信条・性別・社会的身分等による

不平等や不利益など差別待遇

その他

人権を侵害されたことはない

回答なし

特定の人にしつこくつきまとわれること

（ストーカー）

配偶者や恋人等からの暴力（DV）

インターネットによる

プライバシーの侵害

児童虐待

インターネット以外での

プライバシーの侵害

高齢者虐待

6.8

54.9

1.7 

0.1 

1.3 

1.5 

2.3 

3.0 

3.1 

3.6 

4.0 

5.2 

14.1 

15.6 

16.5 

0% 20% 40% 60%

全体 (N=1,954)

複数回答（○はいくつでも）
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障がい者就労支援施設における暴行事件

平成２５年２月、県内の障がい者施設の男性職員が利用者に対する暴行容

疑で逮捕されました。また、逮捕後、この容疑者は他県の系列施設でも障がい

のある人にさまざまな虐待などを行っていたこともわかっています。

障がい者施設は、障がいのある方々が個人の尊厳を保持しつつ、自立した生

活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として設置され

ているものです。そのような施設において、虐待行為が起こることは断じてあっ

てはならないことです。

発生場所 NPO法人が運営する障がい福祉サービス事業所

加害者 同施設の男性職員

虐待の内容

（逮捕容疑）

・男性利用者の頭の上に的を置き、千枚通しでダーツをした

・エアガンで撃つ 等

■障がい者虐待事件の概要

福岡県の取組

県では、毎年、障がい者施設の管理者や従事者に対して、障害者基本法や

障害者虐待防止法の周知徹底、障がいのある人の権利擁護などについて、研

修を実施するとともに、施設内においても改めて研修の実施を促すなど指導を

行ってきたところです。

この事件を踏まえ、障がい者施設の職員に対する虐待の実例を交えた指導

の実施、障害者施設における虐待防止体制の整備の推進など、再発防止のた

めの取組を進めています。

事例１：障がいのある人の人権

[新聞見出し（H25.2.10）]

母と知人による児童虐待事件

福岡県の取組

事例２：こどもの人権

県では、児童相談所の相談援助体制を強化するため、児童虐待防止法が施

行された平成12年から平成３０年度までに、県内６つの児童相談所の職員数を

８５名から１６５名と大幅に増員しました。

さらに、警察官や弁護士を配置するなど、児童虐待防止対策を推進してきま

した。

これからも、子どもが虐待を受けることなく安心して暮らせる社会づくりを進め

るため、児童虐待の発生予防から、早期発見・早期対応、再発防止にいたるま

での切れ目のない取組を実施します。

児童虐待対応件数

令和３年３月、県内で、自身の子どもの食事を制限して低栄養状態にして死

なせたとして、母親とその知人が保護責任者遺棄致死容疑で逮捕されました。

亡くなった子どもは、食事を抜かれるなどの虐待を日常的に受けていたとみ

られています。

(件) (件)

【西日本新聞ニュース】
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認知症の父親に対する高齢者虐待

福岡県の取組

事例３：高齢者の人権

県では、高齢者保健福祉計画を３年ごとに策定して、県や市町村が目指すべ

き基本的な政策目標を定め、取り組むべき施策の方向を明らかにしています。

第８次福岡県保健福祉計画（平成３０年度～令和２年度）では、「高齢者がい

きいきと活躍でき、医療や介護が必要になっても、住み慣れた地域で安心して

生活できる社会づくり」を基本理念としています。

この中で、高齢者が尊厳を尊重されながら地域で安心して生活できるよう、虐

待防止対策や認知症高齢者を支える体制づくりを進めています。

県内における養介護施設従事者等による虐待

平成２２年１１月、県内の男性が同居する７６歳

の父親に対する暴行と傷害の疑いで逮捕されま

した。

約３年前から認知症で動作が不自由になった

父親に腹を立て、日常的に暴力をふるい、顎の

骨を折るなどの重傷を負わせた虐待行為でした。

[新聞見出し（H22.11.10）]

部落差別（同和問題）に関する差別落書き等

平成３０年２月から３月にかけて、筑紫野市の児童館や公園のトイレで、同和

問題に関する悪質な差別落書きが発見されています。

また、部落差別に関する悪質な差別落書きや、個人を誹謗中傷した投書、イ

ンターネット上での差別書込みが発生しています。

インターネットの動画サイトでは、特定の地域を同和地区であると指摘する動

画を配信するといった事案も発生しています。

福岡県の取組

部落差別は、人の心を傷つけるだけでなく、憲法で保障された基本的人権を

侵害する行為であり、決して許すことのできないものです。県では、法務局や県

内市町村と連携しながら、部落差別のない社会の実現に向け、教育・啓発を進

めています。

部落差別を解消するためには、全ての人が人権尊重の意識を持ち、行動や

態度、言葉で表していくことが必要です。県や市町村などで開催されている研

修会や講演会に積極的に参加いただき、この問題について理解を深めてくださ

るようお願いします。

事例４：部落差別事案

国は、平成２８年に部落差別解消推進法を制定し、県においても平成

３１年に部落差別解消推進条例を制定しています。

今後も、条例に基づき、県民一人ひとりが部落差別の解消に関し理

解を深めていただけるよう啓発に努め、部落差別のない社会の実現に

向け取り組んでいきます。
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昭和４４（１９６９）年制定の「同和対策特別措置法」以降、３０

有余年にわたり部落差別（同和問題）の解消に向けた取組が進められ

ました。 
福岡県においても同和対策事業の実施によって、劣悪であった同和

地区の生活環境は大きく改善され、奨学金制度の充実など教育への取

り組みによって、「不就学児童・生徒」や「非識字」の問題も解消に向

かい、高等学校等への進学率も上昇するなど、同和地区住民の生活実

態も大きく変わりました。 
しかし、同和地区住民の産業・労働問題については今なお重い課題

が残されているほか、福岡県が実施している「県民意識調査」にも一

部あらわれているように、結婚に際して、あるいは住宅を選ぶ際の忌

避意識、さらにはインターネット上での書込みなど、さまざまな形で

の差別事象が後を絶たない厳しい現実があります。             
 

[ 

 

 

 

 

 

福岡県福祉労働部人権・同和対策局 

福岡市博多区東公園７番７号 

℡ 092-643-3325 

部部 落落 差差 別別 （（ 同同 和和 問問 題題 ））  
――みみんんななのの力力でで差差別別ををななくくそそうう――  

  私たちは、「差別はいけないことだ」ということはよく知っています。し
かし、それだけでは部落差別（同和問題）はなくなりません。  まったくいわれのないこのような差別を解消するためには、まず私たち一
人一人がその差別がどんなに不合理であるかを自らに問いかけ、自らの意識

を見つめなおすことが必要です。  差別ほど人の心を傷つけるものはありません。何気なく発したつもりの言
葉であっても、それによってはかりしれない心の痛みを覚える人がいること

を決して忘れないようにしましょう。 

部落差別（同和問題）の解消のためには 

「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成２８年法律第１０９

号）が平成２８年１２月１６日から施行されました。 

「福岡県部落差別の解消の推進に関する条例」（平成３１年福岡県条

例第６号）を平成３１年３月１日に施行しました。 

平成２８年「人権問題に関する県民意識調査」 
平成２８年８月に、福岡県の有権者５,０００人を対象に調査を行い、１,９５４

人の方から回答をいただきました。（全３０問） 

 

 

 

 

「同和地区の地域内」についての忌避意識を聞いたところ、「避けると思う」

が１７.１％で、「どちらかといえば避けると思う」２５.７％を合せると４２.

８％となっており、他の項目より強い忌避意識を示しています。 

 

これに「近隣に生活が困難な人が多く住んでいる」３６.３％、「近隣に外国

籍住民が多く住んでいる」３５.４％、「近くに精神科病院や障害のある人の施

設がある」３１.２％が続いています。 

 

「小学校区が同和地区と同じ区域」は２５.９％ですが、それでも４分の１

強は忌避意識を示しています。 

 

引越しや宅地建物の取引において、「同和地区の物件ですか。」、「その近

くに同和地区がありますか。」といった役所への問い合わせが行われてい

ます。 
こういった問い合わせの背景には、ある土地（地域）について、「でき

れば避けたい。」といった意識（忌避意識）が残っているからではないで

しょうか。 
このように同和地区の有無を問い合わせたり、調査することは、結果と

してその土地に住む人びと全体に対する差別を助長することとなります。 
どこで暮らしているかによって差別することは人権を侵害することに

他なりません。住んでいる土地によって差別されることの問題を私たち一

人ひとりが考える必要があります。 
 

 

 

 

 

 

同和地区の地域内

小学校区が同和地区と同じ区域

近隣に生活が困難な人が多く住んでいる

近隣に外国籍住民が多く住んでいる

近くに精神科病院や障害のある人の施設がある 8.8 
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14.1 

31.0 

24.4 
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15.0 

19.5 

3.8 

3.9 

3.7 

3.8 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 （N=1,954）

避けると思う どちらかといえば避けると思う

どちらかといえば避けないと思う まったく気にしない

わからない 回答なし

単数回答（○は１つ）

住宅を選ぶ際に、同和地区や外国籍住民が多く住んでいる地区などを避ける

ことがあると思いますか？ 
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